
岐阜県経済の現状

平成２４年４月

岐阜県商工労働部
※企業等へのヒアリングは３月２７日～３月２９日を中心に実施しています。



県内中小企業の景況感ＤＩ
は年明け以降５ヶ月連続

景気動向・製造業

自動車用車体の減産などが響き、指
数が下降。

○１月の景気動向指数（ＣＩ、一致指数）は１００．
６と前月から１．２ポイント上昇。県内中小企業
の景況感は、１７ポイント改善。

○１月の鉱工業生産指数は、 ９４．３と３ヵ月ぶり

に低下した。また、製造業、非製造業の売上げ
はほぼ横ばい。
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1月 100.6

は年明け以降５ヶ月連続
で悪化していたが、わず
かに改善した。
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◆売上はピーク時の110％程度で増産基調が続いている。当面はこのような受注状況を見込んでいる。
◆現在は設備能力の80～90％の稼働率で、残業は続いているが土曜出勤が減る傾向。この状況を維持していくのが理想。
◆主力の自動車部品は好調が続いており、前年同月比11.7％増と高水準を維持した。この結果7ヵ月連続で前年比二桁増となった。
◆自動車関連の繁忙は、東日本大震災とタイでの洪水による減産の反動によるものであり業界内では4月からの受注減を懸念している。
◆2月全社実績は10月度より震災前の受注量に戻り、前年度下期平均対比約104％。
◆月別出荷量が今年度最大となった2月に引き続き3月も好調であり、4月も順調な見込み。
◆航空機関連はボーイング787やＭＲＪ関連の受注により今後も好調が続く見込み。 （以上、自動車用部品）
◆売上はピーク時の90％程度の水準で、上向き傾向にある。納入先メーカーの海外向け製品の好調が主な要因。 （電気機械）
◆売上はピーク時並の水準を維持しており、６月までは続く見込み。 （非鉄金属）
◆売上は、中国向け輸出の一時的な落ち込みから脱し、ピーク時対比100％に。4月以降は過去最高水準まで戻ると見込む。（金属製品）
◆自動車関係は前年同月比150％程度の稼働率で推移しており、4月以降も続きそうだが、家電関係は前年同月比50％程度。
◆2月以降売上は回復基調にある。復興需要と円高が一息ついたことによる輸出が支えとなっている感じがする。 （プラスチック）

現場の動き
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製造業－２（業種別）

○２月の工場向け販売電力量は、機械を中心に
大半の業種で前年同月を上回った。

○１月の生産指数は、一般機械や輸送用機械で
上昇したものの、化学工業や電気機械が低下。
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現場の動き

◆売上は前年、前月並みで推移している。今後も同じような状況が続くと見込んでおり、景気は良くなっていない。（アパレル）
◆厳しい状況が続いている。社会全体の景気が良くない中、変化する商業流通の形態に合わせて多様な取り組みを行っていかなければ
売上が伸びないと分かっているが、迅速に対応できていないのが現状。今後の売上は横ばいで推移すれば良い方。

◆海外について、以前は記念日には良いモノを買うという考え方だったが、先進国の先行き不透明感から、最近は高価なモノは買い控え
る傾向に変わってきた。 （以上、刃物）

◆厳しいことに変わりはないが、洋飲食器の需要が徐々に回復しており、景況に底打ち感が出てきた。昨年一年間は東日本大震災の影
響が非常に大きかったが、美濃焼販売産販売実績としては、15年連続前年比減に歯止めがかかった年になった。 （陶磁器）

◆今年は特需もない代わりに落ち込みもなく、概ね例年並みの状況。 （紙関係）
◆業況については昨年比10％以上と好調で生産が追いつかない状況。残業と休日出勤で対応している。（木工）
◆景況感はあまり良くないままの水準が続いている。今後も現状維持が精一杯ではないか。（食品）
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輸 出

○２月の輸出額（名古屋税関管内）は、１２，９４０億円で前年同月比２．２％増。

○中国向けの輸出は主力の一般機械、電気機械、輸送機械全てが前年同月比減となり４カ月連続のマイナスとなっ
た。一方、アメリカ向けの輸出は主力全てが増加した結果、６カ月連続で前年同月比プラスとなっている。

１２月のアメリカ、ＥＵ、中国への
輸出額は６，９４２億円で、輸出額
全体の５４．０％を占める。

２月の中国向け輸出額は１２．６％の減
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平成２４年第Ⅳ四半期の輸出
向け売上高ＤＩは、前期に引き
続いてマイナスとなった。

２月の米国向け輸出額は１８．１％の増
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県内企業の輸出向け売上高ＤＩ（増加－減少）の推移

19.1 4 7 10 20.1 4 7 10 21.1 4 7 10 22.1 4 7 10 23.1 4 7 10 24.1
（月）資料：財務省「貿易統計」

円高の影響

◆取引先からコスト面での厳しい要請が多く出てくるようになってきた。（はん用機械）

◆円高等に起因して取引先メーカーから１～２％のコストダウン要求があり、ある程度の要求を受け入れることとなった。（金属製品）
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資料：財務省「貿易統計」

直近は国内需要
が生産を牽引
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ガソリン価格（レギュラー、岐阜県）の推移（円）

資料：財団法人日本エネルギー経済研究所 石油情報センター 「一般小売価格」

3月26日：１５９．４円

ガソリン価格 自動車生産
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東日本大震災以降、

輸出と輸入の乖離が続く



○原油高の影響が既にある
◆原材料価格の高騰により経営に必ず影響が出る。直近では顧客から大幅なコストダウン要請が出ている。
◆燃料はＬＰＧを使用しているため最近の原油の高騰は経費を圧迫しつつある。しかし、2008年のように急激に高騰することに
比べると影響は少ない方である。 （以上、自動車部品）
◆原油高の影響で既に樹脂、金属等の材料価格が上昇している。 （電気機械）
◆アルミニウム等の原材料価格は原油高の影響も加わり、上昇傾向となってきた。 （非鉄金属）
◆ガス代の値上げや輸送資材である段ボールの値上げ交渉が来ており、今後も原油関連製品について各種値上げが想定され
る。 （アパレル）
◆関係メーカーから商品の値上げが出てきていることに加えて、海外出張の際の経費がかさむ。（刃物）
◆景気回復の兆しが感じられてきたが、原料やガス代の高騰によるコストアップが足を引っ張っている。（陶磁器）
◆配送のガソリン代や電気代、ガス代に影響が出ている。（食品）

○今後の影響が懸念される
◆原油、原材料高騰による収益面での影響は少なくないため、原価高騰分を補うよう時間の効率化や部品価格の低価格化等
の個別対応を行っている。今後のエネルギー不足やコスト高を懸念する。
◆ガソリン価格がさらに高騰して自動車市場が冷え込んだ場合に生産ダウンは不可避。
◆燃料代が上がる影響だけ なく 仕入れるプ チ ク関係 資材ま が原油価格 影響を受け 単価が上が しまう 過

原油価格高騰による影響

5

◆燃料代が上がる影響だけでなく、仕入れるプラスチック関係の資材までが原油価格の影響を受けて単価が上がってしまう。過
去の原油価格高騰時には企業努力で切り抜けた。 （以上、自動車部品）
◆原油価格高騰が進むとその値上がり分を製品価格に転嫁しなければならなくなるが、過去の実績として満額の転嫁が認めら
れることはない。
◆火力発電の燃料費への影響を考えると、電気代の更なる値上げが予想され、グローバル価格に対してますます不利となる。
客先の海外からの調達という選択肢が更に加速する可能性につながる。
◆製造コストに占める石油製品のウェイトが少ないため直ちに影響を受けることはないが、原材料価格に跳ね返った場合には材
料仕入れコストの上昇となり、３～６カ月先には収益を圧迫してくる。 （以上、生産用機械）
◆2008年の高騰時には大きな影響を受けたが、今回は現時点では影響を受けていない。自社では天然ガスを多く使用している
が、原油価格高騰に伴い、天然ガスへの代替による需要が伸び、価格が上昇することが予想される。輸送コストの上昇等によ
る間接的な影響も懸念。 （プラスチック）
◆原油高騰や電気料金の値上げによってパルプも連動して値上がりするが、経済がデフレ傾向であり、価格への転嫁が難しい
ので、利益圧迫要因になると懸念している。（紙）

○影響はない
◆燃料はガスを多く使っているが大きな影響には至っていない。2008年の高騰時まではならないと思う。（自動車部品）
◆原材料価格（特にプラスチック）は高止まりしているが、最近の原油高を受けた動きはまだない。（電気機械）
◆原油価格高騰の影響はまだ特段ない。（木工）



金属 作機械受注額（中部経済産業局管内主要 社 対前年同期比）

設備投資

○生産用機械の受注額は、海外受注に牽引され
る形で回復基調が続いているが、伸びは鈍化。
○設備投資意欲ＤＩは、改善傾向。

○県内企業の設備投資は「補修・更新」といった
やむを得ない理由が多く、「生産能力拡大・売
上増」など、前向きな設備投資は回復の足取り
が重い。
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設備投資実績と設備投資意欲ＤＩ（上昇－下降）

主な設備投資目的の推移（全産業）
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現場の動き

◆売上は昨年12月から30％ダウンして、ピーク時の80％の水準で横ばいが続くが、受注残から見て今後は弱含みを予測。
◆自動車の輸出向けは中国、欧州の市況停滞により低レベルが続く。建機関連は復興需要が見込めるものの、最大需要国である中国の
経済回復を待たねばならない状況。

◆タイの洪水の影響で受注が急増し、工場はフル稼働状態を継続中。 （以上、生産用機械）
◆売上はピーク時の75％程度で横ばいが続いている。今後はさらに厳しくなるのではないか。
◆先月と比較して横ばいの状況である。 （以上、はん用機械）

「生産能力拡大・売上増」など、前向きな設備投資はなかなか上向かない一方、「補修・更新」といった
やむを得ない理由の設備投資はおよそ半数を占めている。

国内、海外とも、８期連続で前年
の水準を上回る。
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主な設備投資目的の推移（全産業）

補修・更新

生産能力拡大・売上増

その他

合理化・省力化

注：「複数回答可」であるため、合計は１００％を越える。

（構成比）



住宅・建築投資

○２３年１０－１２月期の建築着工は、鉱工業、
商業用、サービス業用がともに減少し、７期ぶ
りに前年同期比マイナスとなった。

○２月の住宅着工は、持家が４．１％増、貸家が２３．
３％増となり、全体で前年同月比１７．６％と６ヵ月
ぶりの増加となった。

５月の新設住宅着工床面積は、持家が▲１５.３％、貸家
が▲３４.２％、分譲が▲１０.２％といずれも減少し、全体
では▲１７.３％となった。

200 000

400,000
（㎡）

岐阜県内建築着工床面積（岐阜県、用途別）

鉱工業用

商業用

サービス業用 150,000

200,000

250,000
（㎡） 新設住宅着工床面積の推移（岐阜県）

貸家（アパート等）

持家

分譲

7

現場の動き

◆取引先のハウスメーカーの受注は好調であるが、ローコストなツーバイフォーばかりで、在来軸組の受注は少ない。
◆今年に入り、住宅業界が減速している。 （以上、木材加工業者）
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資料：県建築指導課「岐阜県建築着工統計」
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公共工事

○２２年度内に県内で実施された公共工事請負金額は１，７６９億円で２年ぶりに減少に転じた。

○２３年１０－１２月期の公共工事請負金額は、前期に引き続いて市町村の発注が前年同期から大きく
減少したため、対前年同期比７．７％減と７期連続で前年同期の水準を下回る。

県内建設業の受注量DIは上昇傾
向にある。
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3,976

3,561
3,723

3,144
2,709

2,420 2,254
2,015 1,749

2,007
1,769

0

2,000

4,000

6,000

平成7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

（億円）

（年度）

公共工事請負金額の推移

公共工事請負金額の動向（工事場所：岐阜県）の発注者別寄与度

-40

-30

-20

-10

0
県内企業（建設業）の受注量ＤＩ（増加－減少）の推移

見通し

8

現場の動き

◆土木・建築資材及び原油価格が高騰しており、設計単価が改定されるまでは、非常に厳しい状況にある。（業界団
体）
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公共工事請負金額の動向（工事場所：岐阜県）の発注者別寄与度

合計（対前年同期比）

資料：東日本建設業保証（株）岐阜支店「前払金保証取扱状況」

注：請負金額の累計額（年度累計）の対前年同期比

県
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8000

10000

12000

（台） 新車販売台数（除く軽）の推移

個人消費（流通・小売）

○１月の大型小売店販売額は、対前年同月比１．
４％増と緩やかな回復傾向が続く。２月の自動車
販売は前年同期比３０．８％の増加。

○平成２４年第Ⅰ四半期の小売業の売上は、引き
続き緩やかな持ち直しの動きが見られる一方、
販売価格は下降気味で推移している。

２月対前年同月比
３０.８％増
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（年）資料：（財）産業経済振興センター「岐阜県の景況調査」

県内企業の売上高ＤＩ（増加－減少）の推移

飲食店

サービス業（余暇関連）

小売業

40

60
県内企業の製品販売価格ＤＩ（上昇－下降）の推移
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大型小売店舗販売額＜岐阜県、全店＞及び

コンビニエンスストア販売額＜全国、全店＞の推移

1月：4.9%

経済産業省「商業動態統計調査」

（対前年同月比増減率）

1月：1.4%

大型小売店舗（スーパー、百貨店）

＜岐阜県、全店＞

コンビニエンスストア

＜全国、全店＞
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◆大型店では、前年不振だった衣料品の売上回復や新車の受注増もあり、引き続き好調を維持している。一方、商店街は売上
が伸びない中で原油高の影響により仕入れ価格が上昇しており、厳しい状況。（小売店総括）

◆昨年と比べると物流の量は上向いているが、燃料価格高騰の長期化による業績悪化を懸念。（流通総括）
◆売上げ、来客状況ともに前年と比べて好調であった。
◆昨年全く売れなかった衣料品が今年は回復した。一方で、昨年飛ぶように売れた防災関連商品は全く売れなかった。
◆アクア、プリウスが引き続き好調で、新車の受注は昨年比150％。 （以上、大型小売店）
◆人通りが少なく、飲食、物販ともに売上が伸びていない上に、原油高の影響で仕入れ値が上がっている。（柳ヶ瀬）
◆悪天候によるイベントの不調もあり、来店者数・収益は前年比減。原油高の影響で仕入れ値も上がっている。（大垣の商店街）
◆悪天候による観光客数の減少から、飲食業も物販業も昨年より状況が悪い。 （高山市）
◆引越関連、自動車関連部品が前年比増。一方で、燃料価格の高騰をサーチャージとして転嫁するべきか検討。（運輸業） 9

現場の動き

小売業の販売価格は、下げ止まり基調
が続く。 また、サービス業（余暇関連）
の販売価格についても持ち直しの動き
が見られる。-80

-60

-40

-20
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20

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

19 20 21 22 23 24

（年）
資料：（財）産業経済振興センター「岐阜県の景況調査」

サービス業（余暇関連）

小売業



観 光

○平成２３年第Ⅳ四半期の宿泊客数は、長良川
温泉が前年同期比４．２％増、高山地区（旧高
山市）が３．５％減、下呂温泉３．６％増と全て
の地域で回復傾向にある。

○主要観光地における２月の観光客数は、大雪な
どの天候不順が響き、前年同月比 ９．１％減と
２ヶ月ぶりに下回ったものの、主要宿泊施設にお
ける宿泊者数は、同１．４％増と３ヶ月連続で前年
を上回った。

▲ 20

▲ 10

0

10

20
（％） 主要観光地 観光宿泊客数の推移

下呂温泉

高山地区（旧高山市）
長良川温泉旅館

▲ 20

▲ 10

0

10

20

（％）
主要観光地点の客数及び主要宿泊施設の宿泊者数の推移

主要観光地点（49カ所）の来客数

主要宿泊施設（ 19カ所）の宿泊者数

（対前年同月比）

2月 1.4%

2月 ▲9.1%

10

◆インターネット予約が引き続き好調で、客数は概ね前年並み以上を確保している模様だが、客単価の伸び悩みを指摘する声

も根強い。インバウンドは欧米は依然鈍いが、台湾や東南アジアなどを中心に回復の動きが見られる。（宿泊施設の総括）
◆３月は高校の弓道大会に伴う団体宿泊が増加。個人も週末などを中心に取り込めている。 （岐阜市内の宿泊施設）
◆インターネット予約は前年比６％増加で、予約全体に占める割合もおよそ１／３に達した。 （高山市内の宿泊施設）
◆宿泊客数は確実に増加傾向であるが、料金の値下げが大きな要因となっている。 （奥飛騨の宿泊施設）
◆３月は個人等のインターネット予約が好調だが、学生等のプランが多く客単価は減少。 （下呂市内の宿泊施設）
◆インバウンドはアジアは震災前の水準を超えたが、欧米は依然として厳しい状況。 （高山市内の宿泊施設）
◆韓国・台湾に対しツアーを組んだところ、韓国は動きが鈍い一方、台湾は震災前の水準まで回復。 （下呂市内の宿泊施設）
◆これまでの営業効果により、シンガポールやタイなどからの宿泊も増加するとの情報がある。 （奥飛騨の宿泊施設）
◆インバウンドはアルペンルート開通などもあり、４月中旬以降の引き合いが多数寄せられている。 （岐阜市内の宿泊施設）

現場の動き

▲ 30
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

19年 20年 2１年 22年 23年

県統計課「統計で見る最近の県経済」

（前年同期比増減率）
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※県観光・ブランド振興課調べ



＜新規融資実績（月別）＞

資金繰り

○新規融資実績は２１年の秋口から沈静化が続いている。
○足元の資金繰り及び借入難易感は、横ばい傾向にあるものの、今期は若干のマイナスに転じた。
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（年）資料：（財）産業経済振興センター「岐阜県の景況調査」

県内企業の資金繰りＤＩ（好転－悪化）及び

借入れ難易感ＤＩ（容易－困難）の推移

借入れ難易感ＤＩ

資金繰りＤＩ

11

◆３月中の融資件数は引き続き低調であり、昨年程度かそれ以下の水準である。
◆東日本大震災復興緊急保証が1年延長されたが、震災から1年が経過した現在の岐阜県では、震災による売上減少
とは言い難いため、利用はごくわずかである。

◆今は仕事がないため企業はお金を必要としていない状況であり、来年度もしばらくはこの状況が続くと予想される。
◆震災による影響や円高から脱しつつある中、これからの懸念は原油高の高騰である。 （以上、金融機関）

現場の動き
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セーフティネット５号保証承諾実績（H24.2月末）

セーフティネット保証

経済環境の急激な変化に直
面し、経営に支障を生じている
中小企業者への資金供給のた
め、県信用保証協会が通常と
は別枠で保証を行うもの。
※５号:全国的に業況の悪化し
ている業種に属する方

○資金繰りを改善するための運転資金である「経済変動対策資金」の融資実績は、２１年秋以降減少傾
向が続いている。
○引き続き、製造業・建設業の利用が多く、従業員５名以下の零細企業が半数以上を占める。

資金繰り－２
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５名以下の零細企
業の利用が半分以
上を占める
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倒 産

○平成２４年２月の倒産件数は前年同月２０件から６
件減少の１４件であり、沈静化している。

○平成２３年の倒産件数は１９７件で、前年から１３
件増加。負債総額は平成１０年以降最も低い水準。

○業種別では、建設業と製造業で約５割を占め
ている。

建設業 52

製造業 47
小売業 37

サービス業他

30

卸売業

19

情報通信業 5

不動産業 3
運輸業 2 農･林･漁･鉱業 2

業種別倒産件数(岐阜県・平成23年累計）

東京商工リサーチ「岐阜県下企業倒産月報」
負債総額1千万円以上
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資料：㈱東京商工リサーチ岐阜支社「岐阜県下企業倒産月報」

注:負債総額1千万円以上の企業が対象

企業倒産の推移（岐阜県・暦年計）

13

◆２月の県内倒産件数は、１４件と前月比３件減少、前年同月比では６件減少と、昨年５月以降９カ月連続して２０件を下回る状態で推移し
ており、中小企業金融円滑化など中小企業の資金繰り支援策が倒産抑制に一定の効果を発揮したことを裏付ける結果となっている。

◆しかし、これまでに累積赤字を抱え業績改善が進まない環境下、財務内容が脆弱な中小企業を中心に年度末に向けて経営破綻は緩や
かな増勢局面を辿る可能性がある。

専門機関の分析（東京商工リサーチ）

過去１０年で、３番目に低い

過去１０年で、最低
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（株）東京商工リサーチ岐阜支店「岐阜県下企業倒産月報」

負債総額１千万円以上

20.1 4 7 10 21.1 4 7 10 22.1 4 7 10 23.1 4 7 10 24.1

（月）
負債総額 件数

資料：㈱東京商工リサーチ岐阜支社「岐阜県下企業倒産月報」



雇 用

○２月の有効求人倍率は０．９２倍と前月から
０．０３ポイント上昇。また、新規求人倍率は
１．４９倍と前月から０．１０ポイント上昇。

○１月の雇用保険受給者人員は７，５７８人と２カ
月連続の減少となった。
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岐阜労働局「労働マトリックス」
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2月 0.92倍

新規求人倍率（全国）
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新規求人倍率（岐阜県）

2月 1.49倍

（季節調整値）
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14,000
（人） 年代別 有効常用求職者の推移

30歳代

14

◆製造業を中心に人手不足感が広がっており、派遣社員や正社員の残業が増加傾向にある。また、自己都合退職や求職相談等の増加
も見られ、雇用の流動性が増しつつある。（聞き取り総括）

◆派遣社員、外注先の新規開拓で生産拡大を乗り切っている状況であり、派遣社員の数は過去最高の行員構成比10％超となっている。
◆生産現場の繁忙感は、２月をピークにやや落ち着きつつあるが、依然として厳しい状態が続いている。
◆出荷量の増に比例して正社員の残業も増えており、パートタイムの契約社員を増加した。
◆工員ではなく企画系の能力の高い人材が地元にはいない。 （以上、製造業）
◆自己都合退職が増加している。
◆来所者が増加しており、相談窓口の待ち時間も増加傾向にある。 （以上、ハローワーク）
◆就業して３年未満の方の転職相談が増えている。 （人材チャレンジセンター）
◆長期にわたって派遣しているスタッフを直接雇用（多くは契約社員）に切り替える企業が目立った。（派遣会社）

現場の動き
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雇 用（職業別）

○ 「生産工程・労務」における求職者数と求人募集数のギャップは、求職者数が減少傾向で推移する
一方、求人数は増加傾向で推移しており両者の差は除々に縮小している。
○新規求人は輸送用機械の求人が他の業種に比べ、増減が大きい。
○雇用調整助成金は震災直後に急増したものの、５月以降減少傾向にある。
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資料：厚生労働省「雇用調整助成金等に関する「休業等実施計画届」受理状況」 15
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資料：岐阜労働局「一般職業状況紹介指標」
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雇 用（地域別）

＜ハローワーク岐阜＞
◆求人数は増加。求職者数は減少。
◆来所者数はほぼ横ばい。
◆雇用保険受給者は微減傾向。
◆雇用調整助成金は横ばい。
＜ハローワーク大垣＞
◆求人数はやや増加、求職者数は微減傾向。
◆雇用調整助成金の利用は減少が続いている。
◆雇用保険受給者は増加している。
＜ハローワーク関＞
◆求人数はやや減少、求職者数は横ばい。
◆雇用調整助成金は横ばいが続く。
◆雇用保険受給者は横ばいに。
＜ハローワーク美濃加茂＞
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1.4

1.6
（倍）

ハローワーク別有効求人倍率

関

岐阜八幡

岐阜

高山

（原数値）

中津川

恵那

大垣

多治見

2月：0.57倍
（郡上）

2月：1.11倍
（岐阜）

2月：1.22倍
（中津川）

2月：0.86倍
（高山）

県全体

＜ハローワーク多治見＞
◆求人、求職者数ともに増加が続いている。 ◆雇用保険受給者数は微減した。
◆雇用調整助成金については、横ばい。
＜ハローワーク恵那＞
◆求人者数、求職者数ともに微減。
◆雇用保険受給者数は微増傾向。 ◆雇用調整助成金も微減に転じる。
＜ハローワーク中津川＞
◆求人数は微増に転じる。求職者数は横ばい。
◆雇用調整助成金、雇用保険受給者数についてはともに落ち着いている。
＜ハローワーク高山＞
◆求人数は増加に転じ、求職者数は微減。 ◆雇用調整助成金は微増したものの、雇用保険受給者数は横ばい。 16

＜ハロ ワ ク美濃加茂＞
◆求人、求職者数ともに横ばい。
◆雇用調整助成金の利用件数は横ばいが続く。
◆雇用保険受給者も横ばいが続く。
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岐阜労働局「一般職業紹介状況」

美濃加茂
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雇 用（高校新卒者の就職）

卒業者にしめる就職希望者の割合
は、平成２１年度に急落し、調査開始
以降最低の水準に。

○高校卒業者の就職率は改善傾向。また、就職希望者割合の低下には歯止めがかかったが、依然と
して低い水準で推移。

平成２２年度の未就職者数は１３人、就職率は99.6％。
→雇用環境は改善している模様。
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資料：文部科学省「学校基本調査」

17

＜ハローワーク多治見、美濃加茂、高山＞
◆来春卒業予定の高校生の内定率は、上昇している。
＜ハローワーク岐阜、大垣、恵那、関、中津川＞
◆来春卒業予定の高校生の内定率は、昨年と同程度。

現場の動き
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（右目盛り）

資料：岐阜労働局「新規学校卒業者の職業紹介状況」
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大学、短期大学卒業者の就職内定率（全国）
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雇 用（大学・短大新卒者の就職）

○大学・短大卒業者の内定率については、一部下げ止まりの動きが見られるものの、短期大学生を
中心に依然として厳しい状況にある。
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資料：厚生労働省「大学等卒業予定者の就職状況調査」

【岐阜県内の主な大学】
・最新の内定率は、4年生が92％、短大2年生が91％で、昨年度より若干高い。
・3月26日現在の4年生の内定率は78％で昨年度より2ポイント低い。
・2月末現在の内定率は、4年生が89％、大学院生は91％で、昨年度より若干低い。
・3月に入り、欠員を募集する企業が増えたため、事務職を希望している短大生が内定を得た。
【愛知県内の主な大学】
・3月22日現在の内定率は76.1％で、昨年度より2.6％高い。
・内定率は3月29日現在で92％であるが、最終的には昨年度を若干上回ると推測している。
・近年は卒業生向けの求人が増えており、現在も20件ある。
・3年生を対象にした求人数は、昨年度と比較して増加している。 18
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資料：岐阜労働局「新規学校卒業者の職業紹介状況」

短大生：45.3％→47.9％

3,219 3,213

1,162 1,295

,

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

平成22 23年度

進学者

未内定者

内定者



-20

0

20

40
（千人） 非労働力人口、就業者数、完全失業者の推移

（対前年同期差）
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（職探しが容易であった頃）

就業者→完全失業者
（職探しがだんだん困難に）

雇 用（完全失業率）

○平成２３年第Ⅳ四半期の完全失業率は３．６％と前期より０．１ポイント改善。

○平成２１年以降職探しが非常に困難な状況が続いてきたが除々に緩やかになり、平成２２年第Ⅲ四半
期以降は就業者数が前年同期を上回るなど、改善の兆しも見られた。しかし、直近は再び減少局面に。

就業者→非労働力人口
（職探しが困難）

改善の兆し
再び就業者数
が減少
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※全国、東海は季節調整値

岐阜はモデル推計値

全国＜2月＞4.5％

東海＜10-12月期＞3.7％
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岐阜県の現金給与総額の推移（産業計、5人以上の事業所）

1月：▲2.2%

（前年同月比増減率）

県統計課「毎月勤労統計調査」
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資料：総務省統計局「労働力調査」

平成20年秋以降急低下して
いた、製造業の所定外労働
時間は、回復傾向で推移。

19
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（月）

資料：総務省統計局「労働力調査」

注１：東海は、岐阜県・静岡県・愛知県・三重県の４県、注２：平成23年3月～8月の全国値は岩手、宮城及び福島県を除く
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資料：県統計課「毎月勤労統計調査」から算出

製造業

調査産業計

1月：88.5

1月：89.2



雇 用（農業・林業）

○平成２２年度の新規就農者数は６０人で減少
に転じた。中高年層は全体の２５％。

○平成２２年度の新規就業者数は１０１件と増加傾
向が続いている。一方、林業就業相談件数は７３
件と急減している。
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◆就農相談者（農業版ジョブカフェ）は２１年度以降、４００件前後で推移しており、２４年１月末現在も前年並みのペー
スで推移している。

◆農業法人への就業相談件数は、昨年度までと比較して若干減少傾向が見られるものの、就農相談件数全体の１
／５を占めている。

◆農業以外の分野での求人が若干増加したことから、農業分野へ目を向ける失業者が少なくなったと考えられる。
（以上、県農政部）

現場の動き
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住宅手当
就労能力及び意欲のある
離職者の住宅確保への支
援。

決定 993件
(合計約 14,050万円)

臨時特例
つなぎ資

離職者支援のための公的
給付等を受けるまでの間の

貸付34件
（合計約275万円)

※平成21年4月以降は速報値生活支援に関する各種制度の利用状況

参考：その他の主な支援制度の利用状況
(H21.10 ～ H23.12末累計）

○平成２１年３月以降、急激に保護人員が増加し右肩上がりを続けてきたが、最近は生活保護申請
件数が平準化傾向にある。
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11,312 11,406
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12,000

300

400

申請件数

保護人員

生活保護申請件数及び生活保護人員の推移

金 資金の貸付。
（合計約275万円)

総合支援
資金

失業等により日常生活全
般に困難を抱えている方へ
の貸付。
※（改正前の「離職者支援
資金」は月１～５件で推
移）

貸付773件
(合計約4億2374万円)

緊急小口
資金

緊急かつ一時的に生計の
維持が困難となった方へ
の貸付。

貸付965件
(合計約8,404万円)

21

11月30日
ワンストップ・サービス・デイ
試行（ハローワークぎふ）

10月～
住宅手当等
申請開始

2月2日～ 早期決定に向けた運
用見直し
（入居見積書をもって保護決定、

生活扶助費一部支給）

12月9日～30日
年末緊急生活相談コーナー、ワンストップ・
サービス・デイ等相談体制の強化
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最近は、平準化傾向

生活保護受給世帯の内訳

○解雇等による収入減・生活困窮を理由とした保護世帯（区分「その他」）が急激に増加し、右肩上がり
を続けてきたが、最近は平準化傾向にある。
○ほとんどの世帯区分において増加傾向が見られる。

その他

高齢・障害・傷病等の区分に属さな
い（解雇等による収入減・生活困窮
を含む）世帯

1715
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（世帯）生活保護受給世帯の推移

その他

傷病
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生活保護受給世帯の推移

（２０年９月を１とした場合の水準）

21年後半から徐々に増加幅が拡大して
おり、経済動向の影響が推測される。
この他、制度に関する窓口で周知の効果等
も作用している可能性が考えられる。

22

母子
傷病
障害
高齢

母子

傷病

障害

高齢
3191 3436 3718 3963 4040 4095 4176 4248

175
197

287
346 359 357 372 372

669
749

791
885 877 896 920 920

1353

1476
212

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

20

9 12

21

3 6 9 12

22

3 6 9 12

23

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

（月）

障害

母子

高齢

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

20

9 12

21

3 6 9 12

22

3 6 9 12

23

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

（月）
資料：県健康福祉部からの提供資料により作成



＜経済・雇用の現状（総括）＞

○製造業全体では、引き続き、エコカー補助金の好影響が出ている自動車産業を中心に
受注量、出荷量が増加しており、回復の動きが広がっている。はん用機械や生産用機械
においては、中国の金融緩和策が出されたものの中国向け輸出が依然低迷しており、
横ばい状態。

○原油価格の高騰により、燃料代や原材料の価格が上昇するケースも現れている。

○円高による直接的な被害は限定的だが、プラスの影響はほとんどない中で、海外での現
地生産化を進めている企業が増加しており、それに伴う国内受注の減少や厳しいコスト
ダウン要求も懸念される。

○地場産業は、食品や刃物製造が、消費意欲の減退や原材料価格高騰等の影響を受け

23

ているものの、木工製造で生産が追いつかない企業や、陶磁器製造で底打ち感が見え
始める企業が現れるなど、若干持ち直しの動きが見られる。

○小売については、総じて持ち直しの動きが続いているものの、消費者の消費行動の変化
等から、大型店と商店街の間で景況感に差が現れている。

○観光は、概ね震災前の客数を確保できた模様だが、客単価の伸び悩みを指摘する声が
根強い。インバウンドは欧米が鈍い中、台湾・東南アジアなどを中心に回復の動き。

○雇用面では、製造業を中心に人手不足感が広がっており、派遣社員や正社員の残業が
増加傾向にある。また、自己都合退職や求職相談等の増加も見られ、雇用の流動性が
増しつつある。雇用調整助成金については、４月をピークに収束に向かっている。

○企業の資金繰りは、改善傾向が一服し、ほぼ横ばい状態にあるが、新規借入れ需要は
依然少ない。


